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「資本の流通過程」といわゆる
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いが共同出資の研究所を設立している。 GeneralElectric社 (GE)と West-














推定している。 昭和31-37年度鉱工業 8{叫， 商社 75時， 電気事業 90%
38年度 • 90%. 87.5%， 1/ 90% 
39-44年度 ρ 90%. " 90%， 11 90% 
45年度以降 /ノ 95%. 11 同比 。 100刊
しかし本稿では，原産の推定額ではなく，すべて実績回害額を利用することにしたい。
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6) 日本原子力産業会議|日本の原子力一15.年のあゆみ 」上，昭和46年， 1山へー ジー
7) このζろ，三菱原子力工業の稲生冨社長は" r原子力産業界は塗炭の苦しみにあえぎ， ζのま
ま経過すれば，せっかくたち上がった原子力産業D芽は花も咲かずに枯死する寸前の状態に立ち











度3.5%.32今度8.3%. 33年慶6.5%. 34午度8.3日， 35午度7.1%，36午度7.9%となっている
cr原子力調査時報JNo. 7， _34ペー シ入 なお筆者り計算では， 36年度は本文で示したように6.2
%となり，調査時宰援の7.9%の根拠は不明であるが， 単なる誤植ではないようなので， そのまま
示しておしまた37年度以降については，該当資料が見当らないことをお断りする.





加 1I . 32岨(日1)If(乍;;上悪肝)
4.013 1 4，50 ( 1.582)1) 
??????
2.121 1 6.024 ( 3.336)1 987 
4.472 1 7.520 ( 3.779)1 1.78目































46 73.381 1 79，235 (11，日2)1 20，392 1 27，295 1 5，689 1 16，96立J
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第2表総研究投資に占める原子力関係研究投資 (昭和'6年度〉
|会社数|総研語投資|原子力関係研時(引 い
百万円 百万円 % I % 
原子力専業 5 2，339 2，339 ，1 44.2 1 100.0 
電気機器製造業 20 29，012 1，9l4 36.2 1 6.6 
非鉄金属製造業 7 1，369 408 7.7 1 29.8 
鉄鋼業 21 7，026 192 3.6 1 2.7 
鉱業 7 1，205 115 2.2 9.5 
造船・造機業 9 3，446 107 2.0 1 3.1 
化学士業 26 11，115 84 1.6 1 0.8 
繊維品製造業 11 10，350 30 0.6 10.3 
その他の業種 72 19，048 101 1.9 I 0.5 
合計 1 178 1 剖，9125.2901 100.0 6.2 
注) rその他の業種Jには電気事業10社を古む。


















33 34 35 
1至郡古1:*原子主 F原子量
% fて 高 30.474 167.167 598，651 130，233 132，006 371，276 
営業外収益 24，593 68，131 71，754 235，296 32，096 13，783 
~t 55，067 235，298 670，405 365，529 164，102 385，059 
売上原価 28，287 154，925 621，64 137，315 119，937 405，880 
一般管理販売費 128，194 248，920 350，674 202，156 333，925 70，959 
営業外費用 1，626 32，335 87，972 97，237 6，199 5，663 
tt 158，107 436，180 1，059，810 436，708 460，061 482，502 
当期損益金l…| …iI「f門←-'38叩一甜捌凹9
次期繰越損益 ー103，0401-303，9221 -693，3271 -503，8001 -500，7401 -160，110 
注) ① 採器会社，三菱原子力工業 (33年 4 月~)， 日本原子力事業 (33年9月，-.;)， 住友原子力
② 38年度は日本原子力事業の損益計草の詳細が不明a




















633，515 1，531，164 1，482，727 387，167 1，027，029 97，166 1，511，362 
281，175 66，319 17，660 94，019 12，485 124，164 
914，690 1，597，783 404，827 1，121，048 109，651 1，635，526 
663，132 1，621，704 366，443 992，142 147，747 1，506，332 
607，040 563，166 55，048 438，914 76，905 570，867 
109，口99 184，491 292，027 67，140 48，192 407，359 
1，379，271 2，369，361 713，518 1，498，196 272，844 2，484，558 
一一-吋捌5ト…l-U71;止…1=…-1，164，650 1 -1，936，2281 -2，926，8191 -1，566，2191-1，536，8551 - 672，7771 -3，775，851 
工業 (35年4月-)






第 4表 T電機の原子力関係収支表 (33-35年，動力炉建設関保を除く) (単位千円〉
33 34 35 言十
売 上 品 151，535 6，840 115，296 273，671 
売上原価 274，5日O 8，315 112，945 395，760 
営業外費用 54，600 IOM62 111，324 274，386 
E十 329，100 116，777 224，269 670，146 
177，46G 109，777 108，973 
次期繰越損失 177，465 287，242 396，215 
出所) r原子力調査時報.JNo. 3， 6ペ ク。


























10) 同上， 8ペ ク。国産1号炉の契約額9億8，000方円に対して製作実費は14億円と推定されて
いるが，この実費には製作のための研究開発費は官まれていない.
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第 5表原子カ産業〈鉱工業〉ゎ資本金規模別売上高および支出高
a) 34-35年度累計 (金額百万円〉
1醐方|官Zlr円未満 円来 5よ茸10億億満円以円 iilliFlr| E十
企業数 12 18 22 23 21 162 
百分比(%) 7.4 11.1 13.5 39.5 14.2 13.1 100 
l 売 上高 208 484 1，080 310 2-，019 6，592 
百分比(%) ;.1.2 7':3 1丘4 37.A 4'.7 30.6 lOO 
支出高 126 543 1剛 l3762l14ぺ6.211 13，544 
百分比(%) 0.9 4.0 11.1 I 27.8 I 10.4 I 45.9 100 
h) 36 年度
5 18 169 
百分比C%) 2.9 7.1 10.7 8.9 I 39:1 100 
333 795 
百分比Co/cJ 5.6 0.8 I 3.3 6、 34.0 13.3 36.5 I 100 
官分比C%) 0，9 0.7 6.2 お!1 3ぺ9092.9 1 36.6 1 9.2 43.5 1 100 
c) 37 年度
百分比C%) 6.2 9.4 711 「鈍|瑚4.4 I 30.6 I 24.4 I 21.2 I 100 
売上高 572 5|山|山|印刷
百分比C%) 4.3 0.6 6.2 0.11 32.6 1 17.6 1 38.6 1 100 
百分比(%) 3.9 
7 I 3.0刊刊 6226110凹









iZf 生産支出高 研究支出品 ¥ 設備費|経費|小計 出資金等 総支出高設備費経費小計
31 71 66 137 274 277 551 92 780 
32 491 1，001 1，492 972 539 1，511 237 3，240 
33 1，194 980 2，174 727 855 1，582 694 4，450 
34 347 1，177 1，524 2，005 1.33~ 3，336 1，164 6，024 
35 484 1，850 2，334 1，909 1，870 3，779 1，407 7，520 
36 841 2，698 3，539 2，610 2，681 5，291 1，029 9，859 
37 787 5，240 6，027 1，822 2，424 4，246 538 10，811 
38 272 5，381 5，653 92日 3，363 4，283 580 10，516 
39 445 5，096 5，541 1，278 3，∞3 4，281 88日 10，702 




















































lQ2 (294) 第 1U巻構5・6号
第7表原子力平和利用研究委託費・補助金の交付
29 30 31 32 33 
ω委託費・補助金計 34，245 117，655 391，703 415，236 287;956 
原子炉開発 30，879 78，686 327，119 314，726 223，338 
炉物理・炉設計等 1，557 6，767 40，089 18，457 10，970 
原 子 炉 等 2;796 
機 械 22，706 23，715 40，170 
燃 料 4，273 19，034 88，985 91，333 86，295 
材 事L 25，049 52，885 175，339 181，221 78，203 
安 全 性 4，894 
放射線利舟 12，955 11，773 
放射線測定 3，164 36，545 56，000 40，2口4 6，243 
障害防止・廃棄物処理 202 2，424 11，584 31，991 2，9日1
核 融 合 33，3647  















業〕の売上高は 604億円. 輸入高は 210億円であり，これに対応する購入先は
日本の原子力産業と研究開発
実績と原子力産業(鉱工業)の研究支出高の推移
34 35 36 37 
27-8，155 336，327 309，980 300，691 
160，837 217，987 201，632 167，92;7 
41，883 34，924 2，361 
45，338 9，628 11，359 6，289 
10，612 7，908 10，195 26，157 r 
54，834 .93ρ11 7s，731 70，408 
50，053 37，口03 45，888 36，279 
28，554 22，535 26，433 
6，256 40，608 27，518 27，770 
7，657 13，586 9，327 17.561 
10，647 13，225 12，774 37，723 
54，647 12，714 19，622 18，726 
































14) I原子力調査時報.JNo. 12，昭和42年2月， 5へジ， 29ベ ヅ事照.
104 (296) 第 114巻第5・6号
次に，産業界の研究活動に対する政府助成の比重についてみてみよう。第7
表は原子力に関する政府助成費の推移であるが， 33年度以降は3億円前後に完























政府間部機関の購入は昭和47年度には四%にまで低下している.同， No. 25， 27ベー ヅ固
15) 拙稿，日本の原子力政策の形成過程， ，経済論叢」第114:巷第1.2号，昭和49年7.8月， 45 
46へシ参照.

























炉(JR Rー 2，濃縮ウラン重水型〉はもと上り国産 1号炉 CJRR-3，天然ウラ γ重
水型〕にも国産重水は使われず， アメワカ原子力委員会から購えすることにな














































































































と〈にJRR-2， J RR-3. J PDRの建設が重なった35年には，施設費が実に89叫にも達し




がないこと」を指摘している cr原子力調査時報JNo. 6，昭和38年1月.7ベ ジ). 原研では，
原子炉が設置されれば必ず上のような問題で労使が対立しているのである。詳細は日本原子力研
究所労働組合編「民主 自主公開 日本原子力研究所労闘組合15年史ー 」昭和47年，参照。
























































112 (304) 第 114巻第5.6号
を象徴的に示している c しかしl京電は早くも38年，第2発電し所 (BWR.沸騰水
型軽水炉〕の建設計画を発表し， 翌年から着工にとりかかるり Eある。 昭和45













































































28) 菊池E土，国産第 1号原子伊~ø完成. r経団連月報」第四巻第11号，昭和37年lUl.47ベ}三人
29) その意味でも筆者は.技術概t誌を研究開発という技術学的な段階においてとらえる白ではなく
労働手段の体系色してとらえることが経済学的分析のためには必要であると考えている。詳細は
拙稿，技術と経済発展ー マルグス技術論の分析と適用説批判をつうじて • r現代L思想JNo 
12，昭和4B年6月，事J!?:¥，
